
日本国の外国人：出入国と在留の状況

［資料］『出入国管理統計年報』（各年版）法務大臣官房司法法制調査部 編
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［注］入国者には、再入国者も含む。
；；韓国には、特別永住･永住資格を持った在日韓国人の再入国分も含む（93年の再入国者は、179,523人）。
：；香港には、「英国香港」と「中国香港」を含む。

［解説］不法在留への取り締まり強化と不況で、「就労目的」で入国する外国人数が減った？：下図参照。
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外国人登録数の動き

［注］外国人登録の「中国」には、「在日中国人（台湾出身者）」、
中国本土、台湾、香港中国等を含む。
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外国人登録人員の推移
［法務省数値］

外国人登録者の在留資格別構成比の推移

［注］「永住者等」には、「日本人の配偶者」「永住者
の配偶者」も含まれる。

；「就労資格等」には、「特定活動」も含まれる。

1990 1992 1993
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

73.5
%

5.1%
7.8%

66.5
%

9.6%

8.0%

65.2
%

9.8%

7.9%

6.6%7.0%7.6%

永住者等

定住者

留学・就学

就労資格等

短期滞在

研修

その他

73.5 66.5 65.2
% % %

5.1% 9.6% 9.8%

7.8% 8.0% 7.9%

6.6% 7.0% 7.6%

1.5% 2.6% 3.1%

1.2% 1.5% 1.3%

4.2% 4.7% 5.0%

資料：１

外国人入国者数の推移 外国人の入国と出国のバランスシート：入超
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入管法違反［不法残留］者数

統 計 で 見 る 不 法 残 留 者 数 の 推 移 ： 不 法 残 留 者 数 に 関 す る 法 務 省 統 計

以 下 の グ ラ フ は 、 ； 左 の グ ラ フ は 、 全 国 の 地 方 入 国 管 理 官 署 が 「 入 国 管 理 法 違 反 ［ 不 法 残 留 ］ 」 と し て 摘 発 し 、 強 制 退 去 手 続
き を 取 っ た 人 数 で あ り ； ； 右 の グ ラ フ は 、 法 務 省 入 管 局 が 電 算 処 理 し た 出 入 国 等 記 録 ･ 外 国 人 登 録 記 録 に 基 づ き 電 算 出 力 し た
「 不 法 残 留 者 数 の 概 数 ［ 推 計 数 ］ 」 で あ る 。 ； ； ； 左 の グ ラ フ の 「 摘 発 率 ［ 推 計 ］ 」 は 入 管 法 違 反 ［ 不 法 残 留 ］ 者 数 （ 左 グ ラ
フの数値）を推計不法残留数（右グラフの数値）で割った値であり、かなり大雑把な推計値であるが、目安にはなるだろう。

［ デ ー タ の 出 所 ］ 法 務 省 入 管 局 の 公 式 発 表 （ 毎 年 「 x x 年
に お け る 入 管 法 違 反 事 件 」 と し て 『 国 際 人 流 』 誌 な ど
に掲載される。

；摘発率は、山田による推計。

［データの出所］90年７月１日以降の数値は、「本邦における
不法残留者数」（出入国管理局）として公表され、『国際人
流』誌に掲載されたものである。；それ以前のデータは、その
都度「新聞」等に発表されたものである。

［ 解 説 ］ 入 国 管 理 局 は 公 式 な 文 書 の な か で 9 3 年 1 1 月 の 「 不 法 残 留 者 数 ［ 電 算 推 計 値 ］ 」 が 前 回 に 比 べ 減 少 し た こ と に つ い て 、 「 違
反 者 の 摘 発 を 積 極 的 に 行 っ た こ と 」 に よ る と 自 己 評 価 し て い る が 、 こ れ は 「 摘 発 率 」 の 推 移 を 見 て も 分 る よ う に 適 切 で な い 。 「 不
本 残 留 者 」 が 減 少 し た の は 、 不 況 の せ い で あ る 。 な お 、 9 0 年 の 摘 発 率 が 以 上 に 高 い の は 、 「 入 管 法 の 改 定 に 伴 っ て 不 法 残 留 者 は 牢
屋に入れられる」とする間違った噂が飛び、残留者が大量に入管に出頭してきたためである。

［解説２］入国管理局の「不法残留者数統計」は、総数だけでなく国籍別、性別、在留資格別、及びそれらをクロスさせたも
の等、かなり詳しいものが、91年以降、年二回、規則的に公表されている。このような統計を公表するにあたって、入国管理
局は、次のように付記している：「本表の不法残留者の数は、外国人が提出する入国記録、出国記録等を処理し、得た数であ
る。入国及び出国記録の突合処理が行われていないものがある等、種々の誤差要因があるため、集計は実際の不法残留者数を
正確に表すものとは言い難いが、不法残留者の概数（推計数）を示すものである。
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外 国 人 登 録 者 と 不 法 残 留 者 と の 関 係 に 注 目

外国人登録者に占める短期滞在資格で外国人登録を行っている者の割合に注目して、この問題を考える；［表１］

1. 予備知識
1.1. 日 米 安 保 条 約 の 「 地 位 協 定 関 係 者 」 及 び 外 交 官

を除いて、本邦に在留する外国人は、... その上
陸の日から90日以内に... （外国人）登録の申請
をしなければならない。
1.1.1. こ の 規 定 は 、 そ の 在 留 が 合 法 的 で あ ろ う

と な か ろ う と 全 て の 外 国 人 に 適 用 さ れ
る。

2. 南 米 国 籍 者 を 主 と す る 日 系 人 の 場 合 、 日 本 に は 「 定 住
者 」 （ 日 系 ２ ・ ３ 世 ） 及 び 「 日 本 人 の 配 偶 者 等 」 （ 日
系 １ 世 ） の 資 格 で 在 留 す る の で あ る が 、 そ れ ら 資 格 を
取 る に は 各 種 の 書 類 が 必 要 で 、 母 国 で は 用 意 で き な い
こ と が 多 い 。 そ こ で 、 と り あ え ず 、 短 期 滞 在 資 格 で 日
本 に 上 陸 し 、 外 国 人 登 録 し た 後 、 各 種 書 類 を そ ろ え 、
在留資格変更申請することが非常に多い。

3. し か し 、 イ ラ ン の 場 合 は ど う か 。
イ ラ ン の 外 登 数 の 推 移 は 、 非 常 に
奇 妙 な 動 き を し て い る こ と が 分 か
る。

3.1. 外 登 者 数 が 異 常 に 増 え て い
る。

3.2. 短 期 滞 在 者 の 割 合 が 非 常 に
多い。

4. じ つ は 、 こ れ は イ ラ ン だ け で な
く 、 パ キ ス タ ン 等 に も 共 通 に 見 ら
れる現象である

5. こ の 短 期 滞 在 者 は 、 一 体 ど の よ う
な者たちなのか。

5.1. 表 ２ ～ ４ か ら 判 断 す る 限
り 、 彼 / 彼 女 ら が 「 合 法 的
在 留 者 」 で あ る 可 能 性 は
低いと考えられる。

5.1.1. 9 3 年 に 短 期 滞 在 資
格 で イ ラ ン か ら 入
国 し た 者 の ほ と ん
ど は 、 １ カ 月 以 内
に 出 国 し て い る の
だ か ら （ も っ と 言
え ば 、 1 5 日 以 内 に
2 0 4 8 人 が 出 国 し
ている）。

5.1.2. す ぐ に 出 国 す る 彼
ら が 、 外 国 人 登 録
を す る と は 考 え ら
れないのだ。

［資料］表１～３：『出入国管理統計年報』から作成した。
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［表４］1992年10月から12月のイランからの新規入国者数
［表４の資料］「出

入国統計情報」法務

省入国管理局

［追記］外国人登録における短期

滞在者について、南米日系人原因

説を展開する議論が多いが、不正

確な議論である。

［表１］外国人登録者（永住者を除く）に占める
短期滞在資格者の割合：；イランに注目；

［注］表中の外国人登録者数からは、永住者（「永住者」･「特別永

住者」の資格で在留する者）は除かれている。；1994年6月末現
在のイランの外登者数（永住者含む）は、8,482人に達している。
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［表２］短期滞在資格の新規入国者数と再入国許可を受けずに出国する短期
滞在資格者数との関係を示す表：；南米、イランの数値の動きに注目；
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外国人
外国人登録申請
（新規）

市区町村
役場
申請受理

提出された登
録申請書をも
とに登録原票
を作成

提出された書類
に基づいて「登
録証明書」発行
の仕事をする

都道府県知事を経由
して登録写票、指紋･
署名原紙、写真を法
務省に送付

地方入管局・
支局に調整用
データを送付

外国人登録証明書
16才以上

16才未満

外国人登録申請

（新規）

外国人
居住地変更
登録申請

新居住地
の
市区町村
役場
申請受理

登録証明書の居住
地欄を変更した
後、登録証明書を
当人に返還する。

旧居住地の市区町
村長にたいし保管
している登録原票
の送付請求

外国人登録証明書

旧居住地の
市区町村長は、
原票送付請求に
応じ新居住地の
市区町村長に
原票を送付

送付されてきた登
録原票に必要事項
を記載し保管

登録原票の「変更登録報告書」
を作成し、都道府県知事を経由
し法務大臣に報告

市区町村役場で作成され保管される外国人登録原票のおおよその様式

外国人登録の手続きフローチャート及び「登録原票」の様式

［ 注 ］ 登 録 原 票 に 関
し て は 、 市 （ 区 ） 町
村 役 場 が 保 管 し 、 厳
重 に 管 理 す る 。 当 該
の 登 録 外 国 人 が 出 国
し た と き （ 入 国 審 査
官 か ら 出 国 通 知 が 送
ら れ て く る ） 、 登 録
は 「 閉 鎖 」 さ れ る
が 、 原 票 は 入 国 管 理
局 の 指 示 が あ る ま で
保管される。

登 録 外 国 人
が 居 住 地 を 変
更した場合：

外 国 人 登 録 の 変 更 申 請 ： 登 録 外
国 人 は 、 居 住 地 、 在 留 資 格 ･ 期 間 、
職 業 ･ 勤 務 先 、 等 に 変 更 が あ っ た 場
合 に は 、 1 4 日 以 内 に 市 （ 区 ） 町 村
役 場 に 出 頭 し 、 「 変 更 登 録 申 請 」
をしなければならない。

［**］「住民基
本台帳」（住民
登録）の転出／
転入届との違い
に注意。

(1) 氏名 性別 生年月日 （６）登録の年月日

M i c k  S c o t  M o n t f i o r e
男

女

1950年５月１日 平成３年10月16日

（２）国籍 （２）職業　　　　

アイルランド共和国 Prof

指紋･
署名

(7) 登録番号 申請年月日 事由 確認の日
次回確認
の基準日

登録証名所発行の市
区町村名

交付予定
期間

交付年月日

指 xxxxxxxxx xx x xx xxxxxxx xx xx

（4）旅券番号

x xxxxxx

（5）旅券発行年月日

1990年2月10日

（9）上陸許可年月日

1991年9月10日

（10）在留の資格

Prof
（11）在留期間

xxxxx

作成年月日・作成事由

xxxxxx

(12) 出生地 Belf ast , Ant r i m,Nor t her n I r eland
(13)国籍の属する国に
おける住所又は居所

64 Hyndf or d St r eet ,Dubl i n,56 B,I r eland

(14) 居住地 xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx

(15) 世帯主の氏名 M i c k  S c o t  M o n t f i o r e

(17) 勤務所又は事務所
の名称及び所在地 作成市区町村長名

資料：10



外国人登録証明書について

1993（平成５）年１月７日から外国人登録制度が変わりました。

１）16才以上の永住者・特別永住者について、外国人登録証明書への指紋の押捺制度が廃止されました。

２）16才以上の外国人に新たに交付される登録証明書は、プラスチックカード型の小形のものになりました。

３）登録用の写真の規格が変わりました。
＊ なお、16才未満の外国人に関しては、従来通り「二つ折り型」の登録証明書の様式を継続します（写真・指紋・署名に関する事

項は従来から証明書には含まれていません）。

＊ ＊ 上 記 （ １ ） に 該 当 し な い 1 6 歳 以 上 の 外 国 人 で も １ 年 未 満 の 在 留 期 間 を 決 め ら れ 、 か つ そ の 期 限 内 に あ る 者 は 、 指 紋 の 押 捺 の 必

要はありません。

「外国人登録証明書」：
； あ る 外 国 人 の 「 身 分 関 係 」 を そ の 人 が 属 す る 国 の 政 府 が 証 明 す る の が 「 旅 券 」 で あ る と す る な ら ば 、

「 外 国 人 登 録 証 明 書 」 と は 日 本 政 府 が 、 そ の 外 国 人 の 「 身 分 関 係 」 と 「 居 住 関 係 」 を 証 明 す る も の で 、 一
種の「身分証明書」のようなもの。

； ； と い う よ り も 、 勤 務 先 の 会 社 が 発 行 す る 「 身 分 証 明 書 （ 社 員 証 ） 」 と 「 住 民 票 」 と 「 戸 籍 抄 本 」 を
合わせたようなものという感じ。；；「戸籍抄本」を？

； い わ ゆ る 「 指 紋 押 捺 問 題 」 は 日 本 政 府 と 韓 国 政 府 と が 1 9 9 1 年 １ 月 に か わ し た 覚 書 で 一 応 の 決 着 を 見
た が 、 日 本 の 入 国 管 理 局 の 基 本 的 な 立 場 は 、 そ の 人 物 の 「 特 定 」 ・ 「 同 一 人 性 」 を 確 認 す る 手 段 と し て 指
紋 押 捺 に 代 わ る も の は 、 外 国 人 の 場 合 に は 見 つ け 難 い と い う も の で あ る 。 日 本 人 の 場 合 に は 「 戸 籍 制 度 」
が あ る け ど も 。 ； ； 戸 籍 抄 本 の 代 わ り に 指 紋 押 捺 。 ； ； し か し 、 や は り 抵 抗 が あ る の で 、 「 永 住 者 」 と
「 特 別 永 住 者 」 に 関 し て は 指 紋 押 捺 を 廃 止 し て 、 そ れ に 代 わ る 「 同 一 人 性 」 確 認 の 方 法 と し て 写 真 、 署
名、一定の家族事項の登録（申請書及び登録写票を参照）という方法を採用することになった。

外国人
登録申請

市（区）
町村役場

本人による外国
人登録申請書へ

の記入

16才以上：
永住者：登録原票・署名原紙

に署名
非永住者：登録原票・指紋原

紙に指紋押捺

16才未満：

市（区）町村役場が：
・公簿である登録原票を

作成
・外国人登録写票の作成
（電算シート部分の記

入）
・登録証明書調整用デー
タの作成（16才以上）

都道府県知事を経由して
法務省に登録写票・調整
用データ・指紋原紙・署

名原紙を送付

地方入管局・支局に
調整用データを送付

地方入国管理局・支局で外国
人登録証明書を作成

外国人登録
証明書交付

［注］16才未満の者の登録証明書は市（区）町村役場で作成

199３年１月７日以降の様式（16才以上の外国人）

外 国 人 登 録 証 明 書日 本 国 政 府 第 号

(1) 氏名

生年月日

(14)居住地

(15)(16)世帯主等

年 月 日 男M.　女F.

次 回 確 認 （ 切 替 ） 申 請 期 間

　　年　月　日から30日以内

発行者

写 真 欄

(2)(13)国籍等

(12)出生地

(3)(17)職業等

年 月 日

年 月 日

年 月 日

(4)(5)旅券

(9)上陸許可

(10)在留の資格

(11)在留期限

本人の署名

あるいは

指紋

（旅券番号を記載）

（職業及び勤務先
を記載）

全国一連番号
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